
高松商工会議所女性部「新高松市長を囲む会」における講演 
 
７月２７日（金）１５：００ 於：高松商工会議所 ２０１会議室 
 
（講演内容） 
 本日は，新しい総合計画の基本構想の素案を中心にお話をさせていただきたいと思います。 
 御承知のとおり，我が国は，人口減少社会に入り，少子高齢化がますます進んでいくことになるわ

けでございますが，そういう少子高齢化社会の到来や市民ニーズの多様化，また国・地方を通じた厳

しい財政状況など，地方公共団体，高松市を取り巻く環境は非常に厳しいところにあるわけでござい

ます。一方，そういう中で，地方分権改革が進められてきておりまして，高松市もこれまで以上に市

民の皆様方と向き合って，行政サービスの充実に力を入れていかなければならない。今までは，国・

県の言うことに従っていればよかったが，これからは，地域のことはできるだけ基礎的自治体である

市がやるということで，それなりに市民の皆様の御意向を受けて，地域づくりを主体的にやっていか

なければならないということになっているわけでございます。 
 また，こうした中，高松市も全国の合併の動きに合わせるようなかたちで，一昨年度，近隣の６町，

庵治・牟礼・塩江・香南・香川・国分寺と合併いたしまして，市の面積も，それまでは１９５平方キ

ロメートルだったのが，３７５平方キロメートルと約２倍近くになり，また人口も３３万人から約４

２万人ということで，１．３倍ぐらいになっているわけでございます。しかも，この近隣６町は，そ

れぞれ，今までの旧高松市にはなかったような多様な地域資源をもっております。 
この近隣６町との合併によって，面積が大きく，人口も増え，また，多様な地域資源を持つことに

なった新生・高松市を，これからどういうふうにまちづくりしていこうかと，それを決めなければな

らないということで，平成２０年度を初年度とする市の新しい総合計画を今つくろうとしているとこ

ろでございます。作業自体は昨年度から進めていたわけでございますが，私が就任いたしまして，選

挙時に発表させていただいているマニフェストの政策項目５０項目を取り入れたかたちで，新しい総

合計画をつくろうということで，今作業を進めているわけでございます。 
その総合計画の基本となります基本構想の素案ができたということで，議会ならびに市民の皆様方

にお示しをして，御意見を伺っているところでございまして，それに合わせ，折角，素案ができまし

たので，これからの分権型社会は市民に向き合ってまちづくりを進めていかなかなければならないと

いうことで，市内全域において，中学校区を基本といたしまして，男木・女木島を含め２５地区で， 「高
松まちづくり・ふれあいトーク～市民と市長の対話集会」を今，開かせていただいております。昨日

までに約１０箇所で開き，予想していた以上にたくさんの方に参加をいただいており，昨日も，一宮・

仏生山で開催いたしましたが，本当に有意義な御意見等をいただきました。そういうかたちで，市民

の皆様との対話集会でいただいた意見等もこの基本計画の基本構想の中に，ある程度取り込むような

かたちで修正したうえで，今年の１２月の議会において固めたいと考えております。 
 基本構想の説明に入ります前に，地方分権についてお話します。今，非常に行財政環境が変化する

中で，大きく地方分権改革が進められているわけですけれども，地方分権改革について，何のために

やっているのか，どういうことがやられているのかを一通り説明させていただきたいと思います。 
まず，なぜ地方分権改革が進められるようになったかということですが，地方分権改革が本格的に

進められるようになったのが平成５年です。平成５年に衆・参両院で，「地方分権の推進に関する決議」

が全会一致でなされ，そこから進められてきたわけです。なぜそういうことになったかというと，思



いますに，戦後，日本はどん底の状態から高度成長期を経て，経済的には非常に豊かになり，経済力

ではアメリカに次ぐ世界２位の経済大国になったわけですが，国民がそれだけの豊かさを実感できて

いるかと言われれば，そんなに実感できていないというのがほとんどの国民の感想だと思います。そ

れはなぜかといえば，経済的に豊かになって，確かに所得の面は増えているが，社会システムが豊か

さを実感できるようなシステムになっていない。経済優先主義ということで効率性を追求するために，

国が一定程度の一律の基準をだして，それを中央集権的に執行し，全国画一的なやり方でやってきた

ために，特徴がなくなり，住民が豊かさを実感できていない状況が起こった。これからは，経済的に

豊かな国になったのだから，ある程度方向を変えて，できるだけ身近な物事については，身近な行政

体である地方政府が住民と向き合いながら行政サービスを提供していく。そうすることによって，住

民も直接参画でき，意見が反映されやすいシステムになり，おのずから，住民の満足度も上がってく

るということで，地方分権が進められるようになったということです。 
 地方分権というのは，今までの国のやり方を，ガラッと中央集権から地方分権に大きく変えるので，

我が国で第３の改革，明治維新，戦後改革に次ぐ改革と言われております。言われておりますが，な

かなか目に見えにくいというのが現状です。それは当然でございまして，明治維新や戦後改革は，武

力闘争的な大きな節目があり，それをきっかけに大きく国のかたちが変わったわけでございます。そ

れに対し，地方分権改革は，平時，平和時の改革であるということで，進めていくためには，どうし

ても一つ一つ国民にコンセンサスを得ながら進めていかなければならないので，相当なエネルギーと

時間を要するということでございます。先程言いましたように，平成５年あたりから始まったのです

が，やっと平成１２年に，事務権限が地方公共団体に移管されるような『地方分権一括法』が施行さ

れております。それから，財政的な移譲として三位一体改革が行われ，今回，平成１９年４月からは，

第２期改革の法律である，『地方分権改革推進法』という新しい法律が施行されたということでござい

まして，やっと，今年から第２期改革が始まるというわけでございます。そういう中で，地方分権の

目的に，できるだけ身近なところで行政サービスを行い，それによって住民の満足度を高めるという

ものがございますが，基本的な考え方として補完性の原則がございます。この原則は，各個人が独立

体として個人の責任で生活を行い，個人ができないなら家族がカバーする，家族ができないなら地域

コミュニティがカバーする，地域がカバーできない諸課題の解決のために，初めて行政サービスとし

て，基礎的自治体である市町村がカバーしようというものです。基礎自治体優先主義ということで，

行政サービスで，市町村ができるものについては市町村がすべてしましょうという，特に対人サービ

スである教育や福祉なんかは，基本的には市町村でやっていだだきましょうというのが地方分権の基

本的な考え方です。ただ，対人サービスをすべて市町村でやってもらうといっても，市町村が規模と

能力を一定程度持っていないと，住民が不安で仕方がないというところがございましたので，市町村

の規模・能力を高めるために平成の大合併が起こっているということです。高松市ぐらいの規模・能

力があれば，十分な行政サービスはできようかと思いますが，香川県内でも小さな町が残っており，

そこに基本的な福祉・教育のサービスを全部やれと言っても，なかなか難しいところがあり，地方分

権改革，補完性の原則を徹底させるためには，もう一段の市町村合併みたいなものを考えざるを得な

いだろうということでございます。それが，今話題になっています道州制みたいなものにつながって

いくということかと思います。そういう補完性の原則は，自助・共助・公助というかたちでも言い表

されますが，基本は自助，自助ができない場合は共助，地域でお互いに協力しながらやっていく，地

域でカバーできない場合は行政サービスとしての公助，市町村が基礎的自治体としてサービスを行う

のが，地方分権の基本的な考え方です。そして，市町村が基本的なサービスを行えるようになれば，



広域的な自治体である都道府県は，今のまま４７分割である必要なくなるだろうと，もう少し大きく

くくって，四国ブロックとか中四国ブロックあたりで，より大きな広域防災とか高等教育とか，より

広域警察的なものを所管する広域自治体としてあればいいのではないかと。そして，そこが広域的な

ブロック行政的なものをすべて行って，国は，どうしても国でないとできない外交・防衛・年金とか

全国一律的な社会保障制度みたいなものを所管すればいいのではないだろうか，そうすることが一番

効率的であり，住民の満足度を高められるような行政システムではないだろうかというのが地方分権

の考え方ということです。従いまして，道州制というのは市町村に任せておけば行政サービスは十分

受けられる状況が来ない限りなかなか現実のものにならないと思います。今，私が危惧しているのは，

枠組み論ばかりで，本来の基礎的自治体が体力をつけなければならないということ，そして，そのあ

と，広域自治体にお願いしなければならない仕事が残り，その仕事をやる範囲としてどういう道州の

範囲がいいのだろうかという本質的な議論から外れているような気がしているところです。 
 次に三位一体改革についてですが，三位一体改革ということで，国から地方に財源移譲，税源移譲

が行われております。この三位一体というのは，もともと宗教用語で，キリスト教の神と子と聖霊が

一体のものであるという宗教的な概念なのですが，これを財政の問題に置き換えて，地方財政に関連

する国庫補助負担金と地方税と地方交付税の三つの改革を一体的にやりましょうということで三位一

体改革というのが行われたのですが，その成果といたしまして，所得税から住民税へ３兆円の税源移

譲が行われております。この６月１日に住民税の納税通知書を送付させていただいておりますが，驚

かれた方が多いと思います。前年に比べ２倍近くに跳ね上がっており，納税通知書を高松市長 大西秀
人の名前で送っておりますので，市長が大西になったから住民税があがったというふうにとられてい

る方が一部いらっしゃったようですけども，そうではなくて，あくまでも税源移譲ということで，所

得税を３兆円減らして，その分住民税を増額しましょうという国全体の税制改革によって起こったこ

とでございます。ただ，所得税は１月の源泉徴収分から減税になっており，その分を６月からの住民

税増収分でカバーするということで，若干，時期がずれているということと，所得税と住民税のとり

方が若干違うこと，また，税源移譲に伴うものは基本的に増減収はチャラなのですが，これ以外に定

率減税の廃止や高齢者控除の廃止など，増税につながる改正が併せて行われたものですから，その分

は，負担が増になっているということで，かなりいろんな問い合わせやお叱りもいただいているとこ

ろでございます。ただ，基本は所得税の減った分を住民税でアップしているということで，私が市長

になったから住民税が増えたわけではありません。これは国全体の地方分権改革の中で税源移譲が行

われたために住民税のアップをお願いしたということですので，御理解をいただきたいと思います。

その上で，どうしてこのようなことをやるかと言いますと，所得税の増について，国に文句を言おう

としても，なかなか言いづらいと思いますが，住民税をたくさんとられて，市長に文句を言おうと思

ったら，わりと気安く言え，それが地方自治の充実につながるということでございますので，是非と

も，なにか御不満等がございましたら何でも言ってきていただきたいと思います。 
以上，地方分権につきまして，そういう流れになるということをお話させていただきまして，本来

の高松市の新しい総合計画について，ご説明させていただきたいと思います。 
 総合計画と言うことなのですが，市の総合計画と言っても何のことかよく分からないとか，今まで

聞いたことがないという方も多いかと思います。会社に例えていいますと，市の総合計画というのは

経営方針みたいなものです。高松市の市政運営の基本方針をこの総合計画で定めるということでござ

います。先程お話しましたように，私のマニフェストの項目についてもこの総合計画の中にきちっと

位置づけて策定してまいりたいと思っているところでございます。 



次に，基本構想ということですが，基本構想とは，地方自治法で各市町村は基本構想をつくらなけ

ればならないと定められております。そしてその基本構想の内容ですが，「地域社会について現状認識

および将来の見通しを基礎として，その地域発展の将来図を示すもの」ということでございます。た

だ，あくまで構想であるので，個別的な計画に相当する内容まで言及することは適当でないとされて

いるところでございます。この基本構想の素案は，大きく分けまして，「序論」「基本構想」「地域別ま

ちづくり」の３つに区分けして策定いたしているところでございます。 
まず「序論」のところで，基本的な考え方を整理しているわけでございまして，この「序論」で総

合計画の策定の目的を定めております。これは，新しい高松市を築いていくために，目標と発展の方

向性を定めて，まちづくりおよび市政運営の基本方針として策定するということでございます。それ

から，名称・構成・期間・対象区域を定めておりまして，期間は平成２０年度から２７年度の８か年

にしております。これは，合併町と建設計画を結んでいるのですが，それが合併してから１０か年の

計画になっておりまして，ちょうど最終年が平成２７年度ということですので，それに合わせたとい

う意味もございます。あと，１０年ですと，今の時代，先が見えにくいということで，８年ぐらいが

適当だろうということにいたしております。また，基本構想自体は８か年の計画とするのですが，基

本構想の下に具体的な計画といたしまして，「まちづくり戦略計画」というものをつくることにしてお

ります。このまちづくり戦略計画は，具来的な事務事業を盛り込んだ実施計画でございますので，こ

れを第１期～４期の４つに区分して，実施計画をつくろうとしております。この計画自体は３か年の

計画ですが，２年度めの後半から見直し作業を行って，３年度目には次の実施計画に切り替えるとい

うローリング方式をとりまして，具体的なまちづくり戦略計画をとるということにいたしております。

それから，次に時代の潮流ということで６つの流れを定め，その一つに地方分権の進展という大きな

流れを位置づけており，これら大きな時代の潮流にも十分配意して総合計画をつくるということでご

ざいます。それから，高松市の現況と特性ということですが，まず人口動態で言いますと，今，約４

２万人，１７年度の国勢調査で４１万８１２５人というのが人口です。そして年少人口が１４・５パ

ーセント，高齢人口が２０・２パーセントとなっております。そのほか，現況と特性ということで，

地方分権の進展，安全安心の確保，協働のまちづくり，拠点性の確保と交流人口を位置づけておりま

す。その上で，まちづくりの基本的考え方ということで５点ほど定めております。一つがソフトの重

視ということで，これまではどうしても開発主導といいますか，ハード主体のまちづくりが大きかっ

たわけですが，これからはソフト戦略を重視する方向へ転換していきたいということを位置づけてお

ります。それからもう一つ，拡大基調からの転換ということで，これだけ財政が厳しく，しかも人口

減少社会，少子高齢化社会になりますと，これまでのような拡散型のまちづくりでは，とても現状に

合わない。住んでいる人が減っているのに，まちが拡散する必要はない。しかも，拡散社会になると

財政も余計な負担がかかるようになるので，これまでの拡大基調から転換して，縮小というわけでは

ありませんが，よりコンパクトで持続可能な都市をつくっていくような視点で考えたいということで

ございます。それから，道州制も見据えて，州都機能の確保と交流人口の拡大というのも入れており

ます。それから，地域コミュニティを軸としたまちづくりということで，先ほど，補完性の原則で言

いましたように，個人，家族とあって，まずある程度協働して物事に対処していくために，地域のコ

ミュニティというものがこれからの分権型社会の中では重要になってまいります。そういう意味で，

高松市としても地域コミュニティを軸としたまちづくりを考えたいというこでございます。それから，

地域の未来と活力を支える人づくりというものも一生懸命やっていきたいということで位置づけてお

ります。 



 それで，具体的な基本構想ということになるわけでございますが，基本構想として，６つのまちづ

くりの目標を定めており，まちづくりの目標の中に位置づけられる基本的な目標を政策として分類し，

さらに，その政策からより具体的な事業の方向性を施策というかたちで分類しております。それぞれ

簡単にご説明させていただきたいと思います。まず，「心豊かな人と文化を育むまち」ということで，

分野といたしましては，教育・文化・人権という分野でございます。このまちづくりの目標の中には

５つの政策がございまして，１つが「基本的な人権を尊重する社会の確立」，２つめは「男女共同参画

社会の形成」，３つめが「生きる力を育む教育の充実」，４つめが「心豊かな生涯学習社会の形成」，５

つめが「地域に根ざした文化芸術の創造と振興」ということでございます。そして，それらの政策を

実現するための施策で，より具体的な事業方向を展開していきたいというものでございます。このう

ち，４つめの政策の「心豊かな生涯学習社会の形成」にスポーツ・レクリエーションの振興というの

がありまして，これにつきましては，スポーツの振興を図りますということを私のマニフェストの中

で位置づけており，これには，ハード・ソフト両方がありまして，１つには，今建設しようとしてお

ります東部運動公園なんかの施設整備を行いたいと考えておりますし，今は県が管理しております屋

島陸上競技場をどうにかしかければならないと思っております。また，県内には，最近盛り上がって

まいりましたけども，野球では香川オリーブガイナーズ，バスケットでは高松ファイブアローズ，サ

ッカーではカマタマーレ讃岐，バレーボールでは四国Ｅighty８Ｑueen，アイスホッケーではサーパ
ス穴吹アイスホッケークラブなど，各スポーツ分野でのトップチームが存在しているわけでございま

して，これだけのチームが存在しているということは非常に恵まれているというふうに思っておりま

す。スポーツが良いのは，応援することによって，応援する側が元気がでるといいますか，気分転換

にもなるし，もちろん元気を与えてくれるということ，しかも，そうしたチームに触発されて，実際

に市民の皆様がスポーツをすることによって健康づくりにも役立つし，交流・コミュニケーションを

図る場にもなるということで，学生・学童スポーツに普及していくような，様々なスポーツ・レクリ

エーションの振興，市としての支援を検討していきたいと考えているところでございます。 
それから２番目のまちづくりの目標である，「人と環境にやさしい安全で住みよいまち」では，４つ

の政策を挙げておりますが，政策の一つ「豊かな暮らしを支える生活環境の向上」に「みどりのまち

づくり」を挙げております。「みどりのまちづくり」には公園整備等も入るのですが，１つ御紹介して

おきたいのが，私のマニフェストにも位置づけていますが，里山クラブの活動を支援していきたいと

いうことでございます。里山の保全みたいなものも市として奨励し支援していきたいと思っておりま

す。一番大きく有名なものに，里山クラブ屋島というものがありますが，ここは，聞きますと，４年

ぐらい前に７人ぐらいが中心で始めたということでございますが，今や会員数９０５名を誇られてお

りまして，しかも屋島に登った回数で番付表のようなものを作られて，１０００回以上登った大横綱

が２人おられるということも聞いております。中心的なメンバーは中・高齢者です。最初中心となら

れたのが，転勤で香川に来られた企業の支店長さんで，定年後どこに住もうかということで，香川・

高松が気に入ったので，高松に住むことにした。住むはいいが，定年で仕事がなく，何をしようかと

生きがいを探されていたら，屋島を里山として保全する活動がおもしろいのではないかと勧められて

始めたというのが会長さんのきっかけだそうです。そういったように，こういう活動をされているほ

とんどは中高年の方で，しかも団塊の世代といわれる方が多い。しかも，中にはこちらの生まれ育ち

ではないが，たまたま高松に来て，こちらに住みついたという方も多いので，里山クラブの活動を支

援することによって，「みどりのまちづくり」に寄与することはもちろん，交流人口，永住人口の拡大

にも寄与するのではないか。そういう団隗の世代に里山クラブの活動を紹介することで地域の魅力を



売り込めるのではないかと考えております。事業展開はこれからになりますが，里山クラブの支援を

通じて，そういう地域振興までもっていけたらなあと考えているところでございます。 
 それから，まちづくりの目標である「人と環境にやさしい安全で住みよいまち」の政策には，「水を

大切にするまちづくり」もございます。皆様方にも御心配・御不便をおかけしましたが，今年は，本

当に冬から雨が降らないで，過去最も早い時期，５月２４日から香川用水の取水制限が行われました。

高松市でも５月２４日に，渇水対策本部を設置し，断水という事態にならないように，できるだけ水

を大切につかっていこうということで，市民の皆様に節水の御協力をお願いして，取組みを強化して

まいったところでございます。そして，このまま雨が降らなかったら大変だと思っていたら，７月の

１４・１５日にかけまして台風４号が恵みの雨をもたらし，早明浦ダムの貯水率が１００パーセント

に回復し，今年の水の憂いはこれ以上しなくてすむかなと思っているところでございます。しかし，

市議会でも指摘されましたが，平成１７年にも早明浦ダムの貯水率が０パーセントになって，かなり

水不足が深刻だったわけで，２，３年に１回こんなことを繰り返していたのでは大変なので，高松市

の水対策ということで，抜本的な対策を考えなければならないだろうと思っております。あと，今年，

水不足が深刻になったのは，合併という事情もございました。というのは，旧高松市では，平成６年

の大渇水を教訓として，自己処理水源の割合を高めなければならないということで，香川用水への依

存率を下げ，５対５まで自己処理水源の割合を高めておりましたが，合併町のうち，塩江町以外の５

町は１００パーセント香川用水に依存しておりまして，それを合わせると，新全体で６割が香川用水

依存になってしまった。従いまして，早明浦ダムの貯水率が下がってきますと，それに慎重に対応す

るために厳しい節水目標を定め，お願いをするしかなかったということでございます。今，塩江町に

椛川ダムを建設中でございまして，高松市として日量９０００トンの水を確保すべく，水利権として

参加しており，建設促進を国・県にお願いしておりますが，建設にはあと１０年かかります。もう一

つは，地下水の利用を議会でも提言や指摘をされております。香東川の伏流水で製紙工場がとってい

た水がそのまま地下水として流れている。ここから最大で日量２万トン近くとれるのではないかとい

う話ですけども，それを活用したらどうかという話もございますので，今年の渇水状況を教訓として

地下水利用なんかも真剣に調査・検討してまいりたいと考えているところでございます。そのために，

私のマニフェストにも書いておりますが，高松は３年前には，洪水・高潮被害にも見舞われたところ

でございまして，なにかと水に縁の深い地でございますので，水とうまく付き合っていくために，高

松市民の中に学識経験者等も入れまして，水環境会議というものを設置して，水関連のいろんな施策

の連携・統合等も行っていき，それで抜本的な水対策を講じてまいりたいと考えております。 
次に，３つめのまちづくりの目標は「健やかにいきいきと暮らせるまち」ということです。子育て，

健康，福祉の分野であり，政策・施策をそれぞれ位置づけたいと思っております。 
４つめは，「人がにぎわい活力あふれるまち」です。ここでは４つの政策があり，コンベンションの

振興や交流の促進を位置づけております。 
５番目の目標は，「道州制の時代に中枢拠点性を担えるまち」です。この政策の一つである「拠点性

を発揮できる都市機能の形成」のうち，中心市街地の活性化がございます。この中心市街地の活性化

については，私はマニフェストの中で，５０項目のうち一番に取りあげております。高松市全体でコ

ンパクトなまちづくりを目指していくのですが，コンパクトなために中核となるのが，中央商店街を

中心とした中心市街地であると思っており，そこに諸機能を集めた大きな核をきちっとまとめて，活

性化をとり戻すのが一番大きなまちづくりの基本と思っております。国のほうも，人口減少社会に入

り，まちづくりの考え方を大きく転換しておりまして，これまでは郊外開発型，分散型のまちづくり



を奨励していたのですが，「まちづくり３法」の改正が行われ，新たに「中心市街地の活性化に関する

法律」が施行されております。それに基づき，高松市でも，高松市中心市街地活性化基本計画を策定

し，５月２８日に総理大臣の認定を受けております。それで，中央商店街の再開発事業等を中心とし

て，その基本計画に基づいて中心市街地の活性化を図っていくということでございます。 
具体的な施策としては，準工業地域という都市計画上の地域には，１万平方メートル以上の大規模

商業施設の立地は認めないという規制をかけたいということがございます。例えば，イオンは５万平

方メートル近く，ゆめタウンは５万平方メートルいくらだと思いますが，こうした大型商業施設は，

郊外においては認めないといたしております。認められるのは商業地域ということになりますが，商

業地域には事実上そうした空間はありませんので，１万平方メートル以上の大型店舗はこれ以上立地

できないという規制になろうかと思います。そういう規制をかけていきたいということでございます。

それから，丸亀町の商店街Ａ街区が全国的な注目の的になり，ドームの完成でほぼ仕上がったわけで

すが，その後，Ｂ・Ｃ街区と連鎖的な再開発事業が進んで，大きなものでＧ街区，最後の事業ですが，

このＧ街区の事業まで，きちっと市も支援をしながらやっていきたい。そしてそれがまた他の商店街

にも良い影響を与えることを期待しながら事業を推進してまいりたいと思っています。また，さらに，

公共交通機関のＩＣカード，ことでんの IruＣa でございますが，これも全国的に注目されている試
みでございまして，非常に普及してきているということで，そういうものの普及支援もしていきたい

と思いますし，中心市街地での循環バスであります，まちバスの運行支援も今後とも続けていき，中

心市街地の活性化を基本計画に基づき，きちっと図っていきたいと思っています。それからもう一点，

このまちづくりの目標の政策の一つに「快適で人にやさしい都市交通の形成」を位置づけておりまし

て，施策として「自転車利用の環境づくり」を定めておりますが，自転車は，高松市のまちづくりを

考えるうえで，一つの大きなキーワードだと考えております。といいますのは，高松市は地形自体が

平坦で，しかも道路が網の目で整っており，歩道整備も段差解消もかなりおおきなところでやってい

るので，自転車を利用しやすい町でございます。実際，高松市の通勤・通学で自転車を利用されてい

る方が３割ぐらいなのですが，全国平均は１７パーセントですので，全国平均の倍ぐらいの人が自転

車に乗って，通勤・通学されているいうことでございます。同時に自転車の事故もほぼ全国一ぐらい

に多くなっており，自転車の活用方策を図ると同時に自転車の事故も減らしていきながら，これには，

自転車道の整備，歩道と自転車道の区分などのハード，マナーの向上対策といったソフトの部分が必

要かと思いますが，そういうハード・ソフト両面の施策を活用しながら，自転車利用の環境づくりを

進め，自転車を活用した明るい賑やかなまちづくりを行っていきたいと思っております。 
最後のまちづくりの目標は「分権型社会にふさわしいまち」でございますが，これは先ほども言い

ました補完性の原則からして，共助という地域がまずいろんな調整を行う，「コミュニティを軸とした

協働のまちづくり」を政策として掲げております。高松市は幸いにして，これだけの規模の都市の割

にはコミュニティが充実しており，現在，コミュニティ協議会ということで，ほぼ小学校区単位ぐら

いで協議会を設立いただいて，今までは，各種団体が縦割りでそれぞれの地域で活動していただいて

いたが，これからはコミュニティ協議会というくくりで，横割りで組織をつくっていただいて，そこ

を中心として，いろんなまちづくり，施策展開をしていただこうということでお願いしております。

なかなかうまくいっているところもあるのですが，一部若干混乱しているところもあるようでござい

ますけれども，方向としてはコミュニティを軸としてまちづくりを行っていきたいということでござ

います。今は過渡期でございますので，市として，できるだけ地域に入って，いろんな御相談に応じ

ながらこのコミュニティをしっかりとさせていくような施策展開を行っていきたいということでござ



います。 
以上がまちづくりの構想ということでございますが，現在，２００７年から，日本は人口減少社会

に入っており，できれば高松市は人口が増えてほしいという私の希望はありますが，客観的な推計で

は，基本構想の最終年である２０１５年には４０万９０００人，２０５０年には２９万８０００人と

いう推計が出ており，ここまで減らないようにしたいと思っていますが，一方で現実を見据える必要

があり，人口は減らざるをえない，少子高齢化も進まざるをえないということを前提として，少子高

齢化，人口が減少しても，活力を失わない明るい都市であるようないろんな施策をやっていきたいと

思っているところでございます。特に少子高齢化で，高齢化というものはみんな分かっているはずな

のに，どんどん高齢者が住みにくいまちになっているような危惧をもっております。これから高齢化

が進むほど，お年寄りが住みやすい町をつくっていかなければならないということで，先ほどの中心

市街地の活性化というのも，まさにいくら郊外に大型店舗ができて，無料駐車場があったとしても，

自分で運転できない人は行けないわけで，やはり公共交通が充実していて，ある程度歩いて買い物が

できるまちをつくっておかないと高齢者が買い物するところがなくなってしまうということもござい

ますので，市としては，そういう少子高齢社会を見据えて，高齢者が住みやすいまちづくりを十分念

頭に置いて，この基本構想における事業も位置づけていきたいと考えております。 
また，今回の基本構想では，地域別まちづくりということで，合併後の新市を大きく５地域（女木・

男木は都心地域に含め）に分けて，それぞれのまちづくりの方向を考えていきます。ただ，分けると

いっても，きちっと分けるというわけではなく，ある程度重なりをもちながら，ふわっとした分け方

ではございますが，高松市全域を都心・中部・東部・西部・南部と５地域に分けて，それぞれのまち

づくりの方向を位置づけております。 
最後になりましたが，最初に地方分権についてお話しましたように，これからの分権社会における

まちづくりは，市民の方々が主役となって，自分たちのまちは自分たちでつくるという参画意識を持

っていただいて，行政に積極的に参画していただいて，市民・行政・企業が連携・協力してまちづく

りを行っていかなければならないと思っております。 
民間の東洋経済新報社というところが１８年に発表しております，都市住みよさランキングでは，

高松市は全国７８０市（東京特区を含め）中，２８位になっております。中核市３５市の中では，高

松市は３位，中国・四国地方の都市の中では１位という非常に高い評価を得ております。このような

高松市を，これまでと同様に，そういう評価を下げないように，水準を維持していくことはもちろん，

合併し新しく誕生した高松市を更に発展させていくためにも，今，御説明しました基本構想を基に，

皆様方と知恵と工夫を出し合いながら，高松の都市づくり，まちづくりを進めていきたいと考えてお

りますので，どうか今後とも，皆様方の御理解と御協力をお願いいたしまして，私の話を終わらせて

いただきます。 
 


